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学校における補助教材及び学用品等に係る保護者等の負担軽減について（通知） 

 

 

学校における補助教材及び通学用服等の学用品等の購入については、「学校におけ

る補助教材の適正な取扱いについて」（平成 27 年３月４日付け文科初第 1257 号）、「学

校における通学用服等の学用品等の適正な取扱いについて」（平成 30 年３月 19 日付

け初財務第 26 号）及び「学校における通学用服等の学用品等の適正な取扱いについ

て」（令和５年 10 月 23 日付け事務連絡）等を踏まえ、保護者等の経済的負担が過重

なものとならないよう留意いただいているところです。 

この度、現下の物価高により、影響を受ける家計の負担軽減が一層重要となってい

ることも踏まえ、各教育委員会等における検討に資するよう保護者等の経済的負担を

軽減させるために、教育委員会等が工夫をしている事例を下記のとおり整理いたしま

たので周知します。これらも参考としながら、引き続き、地域の実情に応じて、積極

的に取組を御検討いただきますようお願いします。 

また、すでに補助教材及び学用品等に係る保護者等の負担軽減の取組を実施されて

いる教育委員会等におかれては、現在実施している予算措置以外の取組や工夫につい

て、下記の＜情報提供フォーム＞まで情報提供いただきますようお願いします。いた

だいた事例の中で他の自治体の参考となるような取組については公表させていただ

くこともありますので、あらかじめ御了承ください。また、事例が一定数集まった場

各 都 道 府 県 教 育 長 

各 指 定 都 市 教 育 長 

各 都 道 府 県 知 事 

附 属 学 校 を 置 く 各 国 公 立 大 学 法 人 の 長 

構造改革特別区域法第 12条第 1項の認定を受けた各地方公共団体の長 

殿 



合には、あらためて文部科学省において、自治体における工夫事例として取りまとめ

たうえで、情報提供させていただきます。 

各都道府県教育委員会におかれては、所管の学校及び域内の市町村教育委員会に対

して、各指定都市教育委員会におかれては、所管の学校に対して、各都道府県知事及

び構造改革特別区域法第 12条第 1項の認定を受けた地方公共団体の長におかれては、

所轄の学校及び学校法人等に対して、附属学校を置く各国公立大学法人の長におかれ

ては、その管下の学校に対して、本通知の内容についての周知と必要な指導等につい

て適切にお取り計らいくださいますようお願いします。 

なお、学校の負担軽減を図る視点から、同時期に他の通知等がある場合には、所管

の学校に対してまとめて送付いただくなど、教育委員会等において必要に応じて対応

を御検討いただけますと幸いです。 
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１．保護者等負担で購入していた教材の学校備品化 

これまで保護者等負担で毎年購入していた教材（例：算数セット、彫刻刀、裁縫

セット等）を学校備品として整備することで、保護者等の負担軽減を図った事例が

あります。 

なお、各教科等で使用する教材のうち、学校に備えるべき品目や数量の目安を「教

材整備指針」として示しており、それらを自治体が整備できるよう所要の地方財政

措置を講じているところです。 

 

２．学校指定物品に関する学校向けガイドラインの作成 

制服や体操服等の学校指定品の業者選定や契約等に関して、教育委員会が学校向

けのガイドラインを作成することで、各学校が契約の競争性、公平性を確保しつつ、

より質が高く低価格の物品の指定に努めるよう促している事例があります。ガイド

ラインにおいては、具体的な事務手続のフローチャート、指定物品の点検項目表、

業者選定評価書、入札仕様書等が例示されています。 

 

３．EC サイトの導入による ICT 端末の低廉化等 



 
 

高校生が使用する ICT 端末について、教育委員会が事業者と連携して EC サイト

を立ち上げ、保護者等が通常価格よりも安価に BYOD(Bring Your Own Device)の ICT

端末を購入できるようにした事例があります。教育委員会が端末と附属品を一括選

定で大量調達することにより、スケールメリットを活かした低廉化を実現していま

す。このほか、補助費用を差し引いた金額で、EC サイトから購入できる仕組みを提

供することで、保護者等の一時的な経済的負担を軽減している事例もあります。 

 

４．制服の見直しによる安価化やレンタル制度の導入 

  県立高等学校が、コンペの実施や生地の見直しにより制服の価格を低廉化させる

とともに、事業者の協力のもと、レンタル制度を導入した事例があります。その際、

教職員に加え生徒をメンバーとした検討会を設置し、生徒や保護者からアンケート

をとりながら検討を進めている事例もあります。 

 

５．高校生等奨学給付金の高等学校等による代理受領 

  高等学校等の授業料以外の教育費に充てるために、生活保護世帯及び非課税世帯

に対して支給している高校生等奨学給付金の給付に当たっては、原則として、高等

学校等が給付金を代理受領し、保護者等が負担する授業料以外の教育費と相殺する

ことができる旨を都道府県の交付要綱等に規定することとしています。代理受領に

より給付金を処理することにより、保護者等の一時的な経済的負担も軽減すること

ができます。 

 

 ＜情報提供フォーム＞ 

  https://forms.office.com/r/yLHNE9eHmf 

 

＜添付資料＞ 

○ 教育委員会が工夫している取組（概要） 

 

＜参考資料＞ 

○ 中央教育審議会初等中等教育分科会 個別最適な学びと協働的な学びの一体的

な充実に向けた学校教育の在り方に関する特別部会高等学校教育の在り方ワー

キンググループ（第 14 回）配布資料 

https://www.mext.go.jp/content/20240912-mxt_00036-000037873_3.pdf 

https://forms.office.com/r/yLHNE9eHmf
https://www.mext.go.jp/content/20240912-mxt_00036-000037873_3.pdf


○ 学校における補助教材の適正な取扱いについて（平成 27 年３月４日付け文科初

第 1257 号） 

https://www.mext.go.jp/a_menu/shotou/kyozai/mext_02559.html 

○ 学校における通学用服等の学用品等の適正な取扱いについて（平成 30 年３月 19

日付け初財務第 26 号） 

https://warp.ndl.go.jp/info:ndljp/pid/11402417/www.mext.go.jp/b_menu/h

akusho/nc/1402673.htm 

○ 学校における通学用服等の学用品等の適正な取扱いについて（令和５年 10 月 23

日付け事務連絡） 

https://www.mext.go.jp/content/20250601-mxt_shuugaku-100001985_001.pdf 

 

＜担当＞ 

〇学用品等に係る保護者等の経済的負担軽減について 

初等中等教育局 修学支援プロジェクトチーム 修学支援企画係 

電話：03-5253-4111（内線 3578） 

 

〇教材の学校備品化について 

初等中等教育局 学校情報基盤・教材課 

電話：03-5253-4111（内線 2924・3965） 

 

〇ICT 端末について 

初等中等教育局 学校情報基盤・教材課 GIGA 基盤企画係 

電話：03-5253-4111（内線 2659） 

 

〇通学用服の選定について 

初等中等教育局 児童生徒課 生徒指導企画係 

電話：03-5253-4111（内線 3298） 

 

〇高校生等奨学給付金について 

初等中等教育局 修学支援プロジェクトチーム 高校奨学金係 

電話：03-5253-4111（内線 3170） 
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保護者等の経済的な負担を軽減させるための取組

●取組者：市教育委員会

●対象者：市内の市立小学校・中学校

●取組内容：これまで保護者等負担で毎年購入していた教材（例：算数セット、彫刻刀、裁縫セット等）を
学校備品として整備

●実施方法：教育委員会が学校へのヒアリングを行い、保護者等負担で購入している教材のうち、学校備品
化（共有化）できる教材を精査（※１）し、これらを学校備品として整備（※２） 。
※１：備品化の可否や使用頻度を勘案。この他、精査のために保護者等へのアンケートを実施した事例や、備品

化する教材を各学校の裁量に任せている事例もある。
※２：財源としてふるさと納税を活用している事例や、教育委員会が整備する物品に加えて卒業生や地域から寄

附された物品を活用している事例もある。

●効果・反応：保護者等から「購入する手間や費用が不要となり助かっている」「学校の備品としてあるこ
とが当たり前と感じるようになった」という好意的な反応。

★取組のポイント★

○ 保護者等負担で購入していた教材を学校の備品として整備
→ 保護者等の負担軽減

事例１：保護者等負担で購入していた教材の学校備品化

添付資料



●取組者：県教育委員会

●対象者：県立の中学校・高等学校・特別支援学校

●取組内容：制服や体操服等の学校指定物品の業者選定や契約方法、保護者への説明についての
ガイドラインを整理（平成29年度）、実施状況のフォローアップ（平成30年度、令和3年度、今年度実施中）
や通知（令和２年度）等を通じて継続的に働きかけ。

●実施方法：学校で保護者を含めた検討委員会を設置すること、制服・体操服のコンペや入札の方法、
契約の見直しの標準期間（５年）等の基本となる考え方を周知。実施状況調査を踏まえて課題
を整理し、より詳細な事例や指針を示すなど、継続的に学校に働きかけた。
併せて、学校指定物品のリストや必要な費用を学校HPに掲載するように周知。

●効果・反応：学校指定物品の費用を各学校HPで掲載することについては、多くの学校において対応済み。
コンペや入札については、学校事務担当者の負担もあり、すぐに取り組むことが難しかっ
た実態もあるが、ガイドラインを取組の指針とし、保護者の負担軽減や学校指定物品の決定
の説明責任を果たすために、各学校で取り組むべきものと現場の意識も変容している。

★取組のポイント★

① 学校向けの契約・入札などのガイドラインを整理
→保護者の負担軽減・契約等の透明性確保

② 実施状況のフォローアップや通知を継続 → 学校の意識も少しずつ変化

事例２：制服や体操服等の負担軽減のための学校向けガイドラインの策定

保護者等の経済的な負担を軽減させるための取組



●取組者：県教育委員会

●対象者：県立高校の保護者・生徒

●取組内容：教育委員会が事業者と連携してＥＣサイトを立ち上げ、仕様を満たす端末を保護者・生徒が
通常価格より安価に購入できるようにする。

●実施方法：教育委員会が調達する端末の仕様を示し、プロポーザル（企画競争）方式で選定の上、事業者
が必要数を調達。※ＥＣサイトの構築を評価項目に入れている

→県立高校への入学者数を基礎に大量調達することでスケールメリットを活かした低廉化を実現
※端末、キーボード、保証費（３年間）込みで6万2,700円

●効果・反応：端末購入した生徒の94％程度が同ＥＣサイトを利用。
仕様を満たす端末を自力で探すのは大変、ECサイトがあって助かったとの声あり。

※このほか、補助費用を差し引いた金額で、ECサイトから購入できる仕組みを提供することで、保護者等
の一時的な経済的負担を軽減している事例もある。

★取組のポイント★
① 事業者によるECサイトの開設
➁ 県立高校への入学者数を基礎とした大量調達で価格の低廉化 

→ 全ての生徒が安価に購入可能、保護者の端末購入にかかる手間も軽減

事例３：高校のＢＹＯＤ端末をプロポーザル方式で安価に購入可能に！

保護者等の経済的な負担を軽減させるための取組



●取組者：県立学校

●対象者：県立高校の保護者・生徒

●取組内容：県立高校の制服の見直しにあたって、コンペの実施や生地の見直しにより制服の価格を低廉化。
また、事業者の協力でレンタルを導入。

●実施方法：学校敷地内に特別支援学校の分校が設置されることをきっかけに、制服の変更を決定。
管理職、教職員、生徒をメンバーとした検討委員会を設置し、生徒や保護者からアンケートを
とりながら検討を進めた。
制服の製造業者についてコンペを行い、デザインや機能性を含めた総合的な判断で決定。
加えて、業者からの提案により、学校と業者での検討を通じてレンタルの取組が決定。

●効果・反応：制服の変更により１割ほど価格が下がり、レンタルする場合は購入よりも２割ほど安く制服
を着用できる。

       購入     ：男子 約５万1,000円、女子 約５万6,000円
   レンタル：男子 約３万9,000円、女子 約４万3,000円

１学年で20人程度（１学年約130人在籍）がレンタルを利用。
主として家計が厳しい家庭がレンタルを利用している。

事例４：高校の制服の見直しによる安価化＆レンタル導入

★取組のポイント★

① 分校開校のタイミングで生徒も一緒になって制服の見直し → デザイン◎＆安価化
② レンタルの導入 → 購入よりも安く制服を借りられる

保護者等の経済的な負担を軽減させるための取組



事例５：高校生等奨学給付金の代理受給

保護者等の経済的な負担を軽減させるための取組

教科書・学用品などの

教育費の支援
高校生等奨学給付金

世帯状況
給付額（年額）

国公立 私立

生活保護受給世帯【全日制等・通信制】 3万2,300円 5万2,600円

非課税世帯【全日制等】 14万3,700円 15万2,000円

非課税世帯【通信制】 5万500円 5万2,100円

生活保護世帯、年収約270万円未満（住民税所得割非課税）世帯が対象

高等学校等修学支援事業費補助金（奨学のための給付金）の取扱いについて
（令和７年５月２日文部科学省初等中等教育局長決定）

交付要綱別表に定める「補助対象経費」については、原則として、高等学校等が給付金を代
理受領し、保護者等が負担する授業料以外の教育費と相殺することができる旨を都道府県の
交付要綱等に規定すること。なお、代理受領を行う場合は、保護者等から学校長への委任状
の提出が必要となる。その際、申請書と委任状を一体化するなど、手続きを簡略化すること
は差し支えない。
やむを得ず代理受領としない場合については、受給者に対して、給付金を生活保護における
生業扶助（高等学校等就学費）で給付される経費と重複しない授業料以外の教育に必要な経
費として活用するとともに、例えば、修学旅行のための積立金など、給付金を計画的に活用
するよう十分に周知すること。
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